














































   ただし、 ijM i 地域からｊ地域への移動数、 iP i 地域の人口数 
                                                  
1 マニュアルでは以下のような簡単な記述となっている。 
If migration propensities were uniform, the number of out-migrants from i would be 
)( PipM . Similarly, the number of in-migrants to j would be )( PjpM , where M 
represents total migrants. The expected number of migrants from i to j will be 



















This procedure takes M as given even though it is known that the magnitude of M is 




jP ｊ地域の人口数、 P 分析対象境域全体の人口数 
























素である ijM には移動元 i から移動先ｊへの、一






























































































































２のような OD 表によって与えられる。 




































































































































移動元  移動先 
多摩地区の市町村 ⇒ 東京 23 区 
東京 50 キロ圏（都区部を除く） ⇒ 東京 23 区 
都道府県（20 キロ圏の市区町村を除く） ⇒ 都区部及び 20 キロ圏の市区 
県内他市区町村（一括） ⇒ 東京 23 区 
他県（一括） ⇒ 東京 23 区 













































































区内並びに 23 区の各区への移動あるいは逆のパターンの移動選択行動などがある。 




































ijM  として与えられる。 
 ところで、移動先の選択対象は、移動元の地


























































































































































地域の人口数（ iP ）、移動先の j 地域の人口数（ jP ）、分析対象境域全体の人口総数（ P ）に関し
て、どの時点で把握した人口を採用するかについては特段の説明はない。ちなみに昭和 60 年国
勢調査の結果報告モノグラフシリーズでは、それぞれ期末時の常住人口によって移動選好指数が
算出されている〔総務庁 1990 26 頁〕。 
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